


















患者（patients en fin de vie）」や「終末期ケア（soins médicaux en fin de vie）」と
いった用語が使われていることから，本稿では終末期医療という表現を用いることに
する。
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ない》とみなされ，それゆえ CSP L1110-5-1条および CSP L1111-4条の規
定によって定められている合議手続の対象および両親の意見のみに基づい
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当の医療チームから，事前に相談されることなく突如治療中止の決定理由
について通知を受けた。次に，家族は，患者の意識状態について別途検査
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